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議案第６２号

令和４年度倉吉市一般会計補正予算(第７号)

令和４年度倉吉市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６２９，６７７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，９９７，２０９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

提出

倉 吉 市 長 広 田 一 恭

令和４年１０月２４日
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（歳 入） （単位 千円）

款 項

14. 国 庫 支 出 金 4,378,590 480,841 4,859,431

2. 国 庫 補 助 金 1,190,739 480,841 1,671,580

18. 繰 入 金 1,710,572 148,230 1,858,802

1. 基 金 繰 入 金 1,705,019 148,230 1,853,249

20. 諸 収 入 3,822,484 606 3,823,090

5. 雑 入 433,792 606 434,398

31,367,532 629,677 31,997,209

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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（歳 出） （単位 千円）

款 項

2. 総 務 費 5,409,318 315,731 5,725,049

1. 総 務 管 理 費 4,910,940 315,731 5,226,671

3. 民 生 費 10,319,861 334,889 10,654,750

1. 社 会 福 祉 費 4,976,019 334,889 5,310,908

6. 農 林 水 産 業 費 1,466,381 △21,491 1,444,890

1. 農 業 費 1,255,354 △21,491 1,233,863

10. 教 育 費 2,100,936 548 2,101,484

5. 保 健 体 育 費 760,955 548 761,503

31,367,532 629,677 31,997,209

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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１．総括

（歳 入） （単位 千円）

款

14. 国 庫 支 出 金 4,378,590 480,841 4,859,431

18. 繰 入 金 1,710,572 148,230 1,858,802

20. 諸 収 入 3,822,484 606 3,823,090

31,367,532 629,677 31,997,209

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

一般会計
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（歳 出） （単位 千円）

款

2. 総 務 費 5,409,318 315,731 5,725,049 145,404 170,327

3. 民 生 費 10,319,861 334,889 10,654,750 334,889

6. 農 林 水 産 業 費 1,466,381 △21,491 1,444,890 606 △22,097

10. 教 育 費 2,100,936 548 2,101,484 548

31,367,532 629,677 31,997,209 480,841 606 148,230歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２．歳入

（款） 14.国庫支出金 （項） 2.国庫補助金 （単位 千円）

節

目

1. 590,917 145,952 736,869 2. 総 務 管 理 費 補 助 金 145,952 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金 145,952

2. 179,088 334,889 513,977 1. 社 会 福 祉 費 補 助 金 334,889 価格高騰緊急支援給付金給付事業費補助金

334,889

計 1,190,739 480,841 1,671,580

（款） 18.繰入金 （項） 1.基金繰入金

11. 734,645 148,230 882,875 1. 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 148,230 財政調整基金繰入金 148,230

計 1,705,019 148,230 1,853,249

（款） 20.諸収入 （項） 5.雑入

3. 433,725 606 434,331 5. 農 林 水 産 業 費 雑 入 606 施設等充実協力金 202

建物総合損害共済災害共済金 404

計 433,792 606 434,398

計
区 分 金 額

説 明

総 務 費 補 助 金

民 生 費 補 助 金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

雑 入

補正前の額 補 正 額

6

6



３．歳出

（款） 2.総務費 （項） 1.総務管理費 (単位 千円)

節

目

7. 1,604,807 315,731 1,920,538 145,404 170,327 10. 需 用 費 214 消耗品費 50

印刷製本費 164

11. 役 務 費 626 通信運搬費 150

手数料 476

12. 委 託 料 5,820 委託料 5,820

保育所運営委託料 5,250

保育所指定管理料 570

18. 負担金補助 309,071 負担金 4,680

及び交付金 認定こども園施設型給付費負担金

4,680

補助金 96,891

子育て世帯への物価高騰対策給付金

68,000

土地改良事業費補助金 800

飼料高騰緊急支援事業費補助金

5,791

肥料価格高騰対策事業費補助金

22,300

交付金 207,500

倉吉市物価高騰等対策支援事業費交

付金 207,500

計 4,910,940 315,731 5,226,671 145,404 170,327

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

企 画 費
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（款） 3.民生費 （項） 1.社会福祉費 (単位 千円)

節

目

11. 0 334,889 334,889 334,889 1. 報 酬 1,460 非常勤職員報酬 1,460

会計年度任用職員 1,460

3. 職員手当等 972 時間外及び休日勤務手当 599

期末手当 373

4. 共 済 費 320 共済組合負担金 125

社会保険料 195

8. 旅 費 42 費用弁償 42

通勤手当相当分（会計年度任用職員

） 42

10. 需 用 費 655 消耗品費 325

印刷製本費 330

11. 役 務 費 2,760 通信運搬費 2,000

手数料 760

12. 委 託 料 8,580 委託料 8,580

電算システム導入委託料 8,580

13. 使用料及び 100 コピー機使用料 100

賃 借 料

18. 負担金補助 320,000 補助金 320,000

及び交付金 価格高騰緊急支援給付金 320,000

計 4,976,019 334,889 5,310,908 334,889

（款） 6.農林水産業費 （項） 1.農業費

3. 317,642 △21,491 296,151 606 △22,097 10. 需 用 費 809 修繕料 809

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

価格高騰緊急

支 援 給 付 費

農 業 振 興 費
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（款） 6.農林水産業費 （項） 1.農業費 (単位 千円)

節

目

18. 負担金補助 △22,300 補助金 △22,300

及び交付金 肥料価格高騰対策事業費補助金

△22,300

計 1,255,354 △21,491 1,233,863 606 △22,097

（款） 10.教育費 （項） 5.保健体育費

3. 444,651 548 445,199 548 10. 需 用 費 548 賄材料費 548

計 760,955 548 761,503 548

補正前の額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

（農業振興費

）

学校給食セン

タ ー 費

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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１ 一 般 職
(1) 総 括

ア 会 計 年 度 任 用 職 員 以 外 の 職 員

備考 １ この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載している。
２ 職員数欄（ ）書は、短時間勤務職員数を外書きしている。

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） (千円） (千円）

給 与 費 明 細 書

給 与 費

3,220,986 599,735 3,820,721

補 正 前 453 (392) 585,431 1,569,085 1,064,038

補 正 後 453 (393) 586,891 1,569,085 1,065,010

3,218,554 599,415 3,817,969

比 較 0 (1) 1,460 0 972 2,432 320 2,752

扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
時間外及び

通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特別
勤務手当単身赴任手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当 退職手当区 分 休日勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
地域手当

248,907 155,988 496

の 内 訳
補正前 46,770 20,913 26,853 7,569 110,142

110,741 17,684 584 0 9 428,496
職員手当

補正後 46,770 20,913 26,853 7,569

155,988 496

比 較 0 0 0 0 599 0 0

17,684 584 0 9 428,123 248,907

0 0 373

共 済 費 合 計 備 考

0 0 0

(千円） (千円）

467,781 2,840,406

給 与 費

区 分 職 員 数 給 料 職 員 手 当 計

補 正 後 377 (17) 1,445,661 926,964 2,372,625

（人） （千円） （千円） （千円）

2,839,807

比 較 0 (0) 0 599 599 0 599

補 正 前 377 (17) 1,445,661 926,365 2,372,026 467,781

（千円）
期末手当 勤勉手当 退職手当

管理職員特別
勤務手当区 分 休日勤務手当扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当

時間外及び
通勤手当 地域手当 単身赴任手当 宿日直手当

248,907 155,988 496

（千円）
職員手当

補正後 46,770 20,913 26,853 7,569 109,032 14,909 584

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳
補正前 46,770 20,913 26,853 7,569

0 9 294,934

248,907 155,988 496

比 較 0 0 0 0 599 0

108,433 14,909 584 0 9 294,934

0 0 0 0 00 0
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イ 会 計 年 度 任 用 職 員

備考 １ この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載している。
２ 職員数欄（ ）書は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。
ただし、延人数により積算されるべき職員の数は、（ ）書の内外のいずれにも含めない。

(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） (千円） (千円）

給 与 費

848,361 131,954 980,315

補 正 前 76 (375) 585,431 123,424 137,673

補 正 後 76 (376) 586,891 123,424 138,046

846,528 131,634 978,162

比 較 0 (1) 1,460 0 373 1,833 320 2,153

特殊勤務手当
時間外及び

通勤手当 地域手当 宿日直手当 期末手当区 分 休日勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

退職手当

133,189 0

0

1,709 2,775 0 0

0 133,562
職員手当

補正後 0 1,709 2,775 0

備 考

給 料 0

給与改定に伴う増減分 0

比 較 0 0 0 0 0 373 0

の 内 訳
補正前 0

職員手当 972

給与改定に伴う増減分 0

区 分 増 減 額 （千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明

そ の 他 の 増 減 分 972
【主な増減要因】
・価格高騰緊急支援給付金給付事業実施による
もの

そ の 他 の 増 減 分 0
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